




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年度の60,627×10 kcal から1960年度には100,810×10 kcal に，1.66倍
に伸びたのであるが，これは予想値の1.24倍をはるかに上回る値であっ
た。
繊維産業をめぐる対立と調整「経済自立５ヵ年計画」が策定された1955
年における繊維産業の状況は以下のようであった24）。合成繊維産業をめぐ
っては，産業構造高度化，外貨の節約の観点から，1953年に通産省が開
始した合成繊維産業の育成政策が軌道に乗りつつあった（1953年３月９日
省議決定「合成繊維産業育成対策」，「合成繊維第１次５ヵ年計画」［1953年度～
1957年度］の発足）。他方で，旧来の繊維産業，とくに綿紡績業は，「朝鮮
特需」後に発生した膨大な過剰設備を解消しないまま，対米貿易摩擦とい
う新たな火種を抱えた（いわゆる「1ドル・ブラウス」問題が発端となり，1955
年12月，繊維輸出会議綿糸布部会が対米輸出自主規制を発表）。こうしたなかで，
新興の合成繊維産業と，既存の天然繊維産業との間の調整が必要となって
きた。
　この調整を行うために，1955年８月19日，通産省に繊維産業総合対策
審議会（会長　稲垣平太郎）が設けられた。同審議会は，繊維産業設備調整
の基礎とするために，1960年度までの「繊維需給見通し」を作成した（9
月29日）。これは，1960年度までの繊維消費の増大のほぼすべてを合成繊
維（酢酸繊維を含む）の増産によってまかない，天然繊維については国内需
要も輸出もほとんど伸びを期待しないという見通しであった。
　『戦後紡績史』（日本紡績協会）は，「経済自立５ヵ年計画」を審議した経
済審議会鉱工業小委員繊維分科会が，通産省の繊維総合対策審議会と密接
－45－
な連絡をとり，繊維総合対策審議会の見通しを「経済自立５ヵ年計画」に
取り入れ，その結果，「政府の合成繊維育成・綿花輸入節減の思想がその
まま自立経済対策として掲げられた」と述べている25）。
　実際に，上記の「繊維需給見通し」と「総合経済６ヵ年計画」答申の附
表の数字はまったく同一である。また，８月18日の「総合経済６ヵ年計
画（試案）」と比較すると，1960年度の合成繊維の目標値は，８月18日案
の15億ポンドから，「6ヵ年計画」答申の26億2000万ポンドヘ大幅に引
き上げられており，繊維産業総合対策審議会の検討が進むにつれて，「6
ヵ年計画」の合成繊維の数値も上方に修正されたことがわかる。
　合成繊維優先の政策に対して，紡績業界は反発した。
　経済審議会鉱工業部会では，絹製品の生産・輸出が伸びている現状に鑑
みれば，合成繊維に過剰な期待をかけるのは危険ではないかという批判が
出された。これについて，事務当局は，「消費者の選択に委ねてしまうこ
とは誤りだ，資源の乏しい日本では化学繊維を増産すべきだ」とし，外貨
節約の見地から，原料輸入を必要とする絹製品などの天然繊維からの脱却
を政策的に推し進める必要性を強調した26）。
　繊維産業内部の調整は繊維産業総合対策審議会で行われ,同審議会の「繊
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維産業総合対策に関する答申」（1956年２月１日）を経て，過剰設備の処理
を定めた「繊維工業設備臨時措置法」（1951年６月４日公布）に結実した。
　それでは，「6ヵ年計画」の審議の過程での通産省および繊維産業総合
対策審議会と経済企画庁および経済審議会との関係は，通産省側がみずか
らのプランをそのままの形で「6ヵ年計画」に持ち込むという一方的な関
係だったのではない。一方的関係ではなく，「6ヵ年計画」における自給
度向上の政策思想が，通産省のプランに正当性を与え，通産省の政策を促
進したのである。
　（3）経済審議会貿易部会
輸出目標26億ドル「総合経済６ヵ年計画　貿易部門」は，世界貿易が2
～3％の成長率であるならば，「まだ恢復過程にあるわが国の輸出貿易に
とって８％程度の発展率は，傾斜的に政策を集中するとき，決して実現
不可能な程高率ではない」27）として，7～8.5%の輸出の成長率を想定し
た。
　この原案は，貿易をめぐる国際環境について，国際貿易は漸次上昇し，
貿易自由化も進むと見込まれるものの，通貨の「自由交換性の回復は完全
な形では期待されず」，「各国の自国産業保護の政策は依然として相当強
い」という，厳しい見通しに立っていた28）。1937年から54年までの世界
の貿易成長率（輸出数量指数ベース）の年平均値2.46％が，上記の2～3％
という成長率の根拠であった29）。この期間は，第２次大戦期の貿易縮小期
を挟む異常な時期であり，国際関係が正常化しつつある時期の論拠として
は適切ではないように見える。しかし，貿易部会では，「従来の世界貿易
の進展は莫大な米国の援助に依存していたのに対し，今後においては米国
－47－
の対外援助の先細りと西欧諸国の国際収支悪化を契機とする引締傾向がみ
られるので，世界貿易の発展に多くの期待は持てない」3o）という意見が出
たほどであり，世界貿易の発展について悲観的な意見が強かったのである。
　実際には，世界貿易は1954年から60年の間に，年平均6.9% (固定価
格で7.0％）も伸びたのである31）。当時は，国際分業の進展について懐疑
的な意見が強く，将来の世界経済を，かなりアウタルキー的な姿で描く傾
向があった。
　そうしたなかで，「6ヵ年計画」が，みずから「かなり野心的」32）と評
した26億ドルという輸出入規模を想定した理由はつぎの点にあった33）。
①世界の輸出が戦前の約Ｌ５倍に達じているのに，日本の輸出は戦前の５
割までしか回復していないこと。
②世界の輸出中，日本の占める比率は約2.1%であり，戦前の5％と較べ
てかなり低いこと。
③日本の輸出依存度は，戦前の20％に対して，戦後はまだ10％未満にと
どまっていること。
　26億ドルという貿易規模は，目標年次の国民総生産を実現するのに必
要な輸入物資，その輸入を賄うための輸出規模という観点から弾き出され
た数字であった。
　1955年は「数量景気」のもとで，輸出は予想外の順調な伸びを示した。
1955年の輸出額を，当初は17億8000万ドル（為替統計）と見込んでいた
が34)実際には，19億5400万ドル（為替統計）に達した。こうしたなか
で，貿易の将来に対する悲観論も徐々に変化して来た（図4）。
－48－
図４　輸出入通関実績
図５　輸出の伸び一計画と実績-
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　そのため，目標年次（1960年度）の輸出規模は，「総合経済６ヵ年計画の
構想」（1955年１月）の23.4億ドルから，「総合経済計画試案」（1955年８月）
の26.3億ドル，「答申」（1955年12月）の26.6億ドルヘ，上方に修正され
た。
　しかし，実際の輸出の伸びは，この予想をはるかに上回った（図5）。
1960年の輸出額は40.55億ドルにのぼり，成長率は年16.4％であった。
「経済自立５ヵ年計画」が策定された1955年に，日本はＧＡＴＴへの正式
加入を果した（4月）。その後も，対日貿易差別は根強く残ったとはいえ，
貿易の拡大の条件は一応整ったのである。
　それでは，「6ヵ年計画」は，どのような輸出商品が有望だとみていた
のか？
　「答申」は，「わが国が主要工業国にくらべて自然条件で恵まれているの
は労働力が豊富であることと，後進的なアジア諸国に近接している唯一の
工業国である点にあり，このような有利性は国際競争において十分活かさ
れなければならない」と述べている35）。「6ヵ年計画」は，東南アジア輸
出を非常に重視している。
　その主な理由はつぎの点にあった36）。
　従来，ドル圈からの輸入超過を，これまでは特需によるドル収入によっ
て補填して来たわけであるが，今後は，特需に期待できない。　ドル圈への
輸出拡大が短期的には見込めず，通貨の交換性が回復していない現状では，
ドルギャップを解消するために，東南アジアなどのポンド圈,オープン・
アカウント圈との貿易を盛んにしなければならない。
　1954年の「大来構想」や通産省の「新輸出計画」は，東南アジアヘの
重化学工業製品の輸出拡大の可能性に，疑問を投げかけたが（本稿2一（5），
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表27「日本産業構造研究会報告書」の輸出入商品構成
表28「総合経済計画案（6ヵ年計画）」の輸出商品構成
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図６　輸入依存度の推移
146号, pp. 96-98参照），前掲の「日本産業構造研究会報告書」（1955年６月）
では，ふたたび，「東南アジアなどへの後進国に対する機械類の輸出を重
視すべきである」37）とする路線に立ち返った。そうした判断の揺れは，世
界的な景気動向や国際政治状況によって左右された結果と思われる。しか
し，ドル圈輸出への悲観的な見通しに反して，実際には，ドル圈貿易は
1955年，56年にかけて急増したのである。
　「日本産業構造研究会報告書」は，機械類の輸出の伸びに強い期待を寄
せ，計画遂行後（1960年頃）までに，輸出商品全体に占める機械類の比率
を，1954年の２倍以上の26.2％に伸ばすという思いきった構図を示した
（表27）。「6ヵ年計画」は,これよりも控えめな16.5％（雑機械を除く）と
いう数字を掲げた（表28）。 1960年の機械器具輸出が全輸出額に占めた比
率は25.4％であり，「日本産業構造研究会報告書」の強気の読みはほぼ的
中したと言えよう。
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輸入依存度11％　事務当局は，重化学工業原材料の輸入は計画期間中に
大幅に増大するが，綿花などの繊維原材料輸入は，相対的に減少し，主食
輸入も，食糧増産政策の結果，人口増にもかかわらず，横這いとなるので，
輸入依存度は現状維持の11％程度になると見込んだ38）。
　貿易部会では，貿易依存度11％をめぐって議論が展開された。日本の
経済発展，今後の貿易自由化の進展を見込めば, 11%は低すぎるという
意見が強かった。しかし，事務当局の見解を覆すだけの根拠も出され
ず, 11%が承認された39）。
　実際には，輸入依存度は1950年代を通じて傾向的に低下して行き，1960
年頃にはほぼ9％の水準となった（図6）。
7　食糧増産計画と農林漁業小委員会
　（1）「食糧増産５ヵ年計画」（1952年）
食糧増産計画の発端　1950年６月に朝鮮戦争が勃発すると，食糧輸入が
困難になるという懸念から，食糧増産政策が浮上した。主要食糧一割増産
を目標とする「食糧自給体制強化に関する決議」が閣議でなされた1）。
　それ以前にも，1945年11月の「緊急開拓実施要領」を皮切りに，開拓
事業を中心とした食糧増産政策が実施されてきたが，増産よりも失業対策
に重点が置かれていた2）。
　朝鮮戦争による食糧輸入の途絶といった最悪の事態は避けられたもの
の，1951米会計年度で，アメリカの対日経済援助は打ち切られることと
なった（1951年６月末打ち切り）。日本は食糧輸入のために，乏しい外貨を
割かなければならなくなった。主食の輸入は，1949年から急増した（図7）。
食糧輸入額の全輸入額に占める比率も，1950年代前半には20％を越えて
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図７　米と小麦の輸入量
いた（図8）。
　そこで，輸入外貨節約のための食糧増産という要請にもとづいて農林省
が策定したのが，「食糧増産５ヵ年計画」（1952年）であった。計画の重点
は，それまでの開拓から土地改良に移った。
　この計画の発端は，経済安定本部の作成した「自立経済計画」（1951年１
月20日発表）にあった3）。この計画は，1951（昭和26）年度から53年度ま
での３ヵ年計画であった。「必要以上に自給自足的経済の色彩を濃くしよ，
うとする当時の雰囲気」4）を反映して，自給度の向上による外貨の節約に
力点が置かれた。
　周東経済安定本部長官が，1950年８月23日に開催された自立経済審議
会において，「経済自立の体制」を建てるために「最も重要なことは，第
－54－
図８　食糧輸入額と全輸入額に対する比率
一に貿易の振興と国内資源の開発，特に電源の開発，食糧増産」であると
述べたように5），この計画のターゲットは，電源開発と食糧増産にあった。
　農業部門において３年間に米麦の1,200万石の純増産6）を計画し，その
ための資金的裏付けとして，国家資金（公共事業費，農林漁業金融特別会計，
食糧増産関係経費,一般行政費）1951年度179億円,1952年度467億円，1953
年度534億円を注ぎ込むものとした7）。
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　「自立経済計画」を機に，1952年度から食糧増産経費が，従来の公共事
業計画から独立して，重要予算項目として一括して取り扱われることとな
り，予算額も飛躍的に増大した。
「食糧増産５ヵ年計画」の概要　農林省は，食糧増産事業を推進するた
め，1951年10月27日に農政顧問会議を設けた。翌1952年４月23日に
農林省は，「食糧増産５ヵ年計画案」を農政顧問会議に提出し，手直しの
上で，９月15日に新聞発表された8）。
　「食糧増産５ヵ年計画」の概要は，以下の通りである（表29）9）。
　1953（昭和28）年度から1957（昭和32）年度までの５ヵ年間に1,755万
石の米麦の増産を行う（農地の改良により1,310万石，耕種の改善により445
万石）。農地の潰廃による減収500万石を差し引き，純増産量1,255万石。
これによって，目標年次までに１億5000万ドルの外貨支出を節約する。
　これに要する資金は，国の財政支出3,276億円，長期低利融資1,072億
円で, 285億円の耕種改善資金を除き，他のすべてが農地の拡張・改良に
充てられる。
　農林省は，この計画を裏付けるために「食糧自給促進法案」を準備した
（10月半ばに要綱案纏まる）1o）。
　この法案の目的は，「昭和37年度末において概ね食糧自給を達成するこ
とを目途として食糧の自給度を急速に高めるため，農地の拡張及び改良並
びに耕種の改善に関する事業による増産の計画を法律に明記する」ことに
よって，計画に必要な経費を国が予算に計上することを義務付けようとす
るものであった。
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表29「経済自立５ヵ年計画」立案過程における食糧増産目標と政府支出の推移
　しかし，1953年１月19日に，1953（昭和28）年度予算案の第２次査定
において，土地改良・開拓関係費が当初要求額583億円の半分の284億円
しか認められなかったことで，「食糧自給促進法案」の趣旨は根本的に変
　　　　　　　　　　　　　　－57－
更を余儀なくされ，まもなく立法作業は立ち消えとなった11）。
　（2）「総合経済６ヵ年計画」と食糧増産計画の見直し
食糧増産計画の行詰り　前述のように，「食糧増産５ヵ年計画」は，初年
度の1953年度からつまずくことになった。さらに，自給度向上と食糧増
産の大義名分のもとに，経済性や効率性が等閑視されてきた食糧増産関係
の財政支出は，緊縮財政のなかで，1954年度以降，徹底的に切り詰めら
れることになる。
　［食糧増産５ヵ年計画］の第２年目の1954（昭和29）年度予算では，国
際収支悪化のもとでの緊縮型の「1兆円予算」のために，食糧増産政策は，
重要政策の柱の一つとしての地位を占めることもできず，農地の拡張改良
事業は，「経費の効率的使用と経済効果の早期発生を図るため，継続工事
に重点を整理集中し，総額において28年度に比し，相当額の圧縮を図る」
ものとされた12）。
　1955年度版『農林省年報』は，「食料不足というごとき欠乏経済下にお
いては，その緊急性ゆえに重点を置かれていた食糧増産政策が，内外の条
件変化によって強く経済性を要求されることになったわけである。このよ
うな変化は徐々に生れつつあったが，第一次鳩山内閣成立後たまたま長期
経済計画が策定されるに際して一段と明瞭に現れてきた」と述べてい
る13）。
　1955年は，土地改良事業への財政支出が削減され，食糧増産政策にお
ける大きな転換の年となったが，「経済自立５ヵ年計画」はこの転換を正
当化する役割を果たした。
　「食糧増産５ヵ年計画」が輸入を削減し，食糧を自給できるまで食糧増
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産を図ることを目的としたのに対して，1955年１月に閣議了解された「総
合経済６ヵ年計画の構想」は，食糧輸入量を増大させず，現在の水準に維
持するという控えめの目標を掲げた。その違いは，「食糧増産５ヵ年計画」
の５ヵ年で1,757万石の増産と，「総合経済６ヵ年計画の構想」の７ヵ年
で1,350万石の増産の差としてあらわれている（表29のＡ，Ｂ欄）。
　　「6ヵ年計画の構想」に不満であった農林省は，早速，省内に農林水産
生産計画を作成する組織を設け，経済審議庁案を修正させ，農林省の要求
を最大限に盛り込もうとした（Ｃ欄）１４）。
生産部会農林漁業小委員会への農林省の対案提出　７月６日の総理大臣か
らの諮問を受けて，正式に，「総合経済計画」の策定作業が始まった。８
月に経済企画庁が準備した原案では，農林省の希望通りの食糧増産量が計
上されたものの，財政支出と融資額は，農林省希望額のそれぞれ3/4, 2/3
に抑えられた（Ｄ欄）。さらに，その後，経済企画庁はこの原案を修正し
て，増産量５ヵ年1,000万石に改めた（E欄）。これは，「主として財政方
面からの制約により」農林省の食糧計画を再検討した結果であった15）。
　8月24日の農林小委員会（第２回）では，経済企画庁の修正に対して疑
問が出された。経済企画庁側の回答は，①食糧増度量を引き下げたのは，
土地改良の効果は，資本投下がなわれた翌年度以降に現れるので，すでに
実施ないし決定済みの1954（昭和29）年度，1955（昭和30）年度予算を前
提として計画を立てたことによるものであり，②食糧自給度目標が後退し
たのは，財政上，実現できる範囲内で計画を立案したためであるというも
ので，財政上の制約が主たる理由であった。
　農林省が経済企画庁案について，不満とした点は，①公共事業費を実績
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で機械的に配分し，重点配分を行わなかったこと，②食糧輸入の増大も止
むなしとしたこと，③第２次産業で十分な雇用増が見込めなかったことの
しわ寄せとして，計画では，農業でも雇用増を見込んだこと，などであっ
た。こうした考え方に立てば，農業生産力を抑え，農業人口を増加させ，
農業の所得水準の引き下げに帰結するので，到底，承服できないというの
が農林省の主張であった16）。
　経済企画庁案に納得しない農林省は，10月18日に官房企画課案（「農林
水産経済計画」）を発表した17）。
　この農林省案は，基本目標を「国民経済の拡大発展」と「農産漁村経済
の改善発展」に置いた。
　「国民経済の拡大発展」の目標は，具体的にはつぎの３点である18）。
①国内増産の可能性，地域別貿易収支の改善，国内食糧消費の動向等を総
合勘案して，貿易の拡大発展に寄与するごとく畜水産物を含む食糧の総合
的自給度の向上をはかる。
②国際環境の推移にかんがみ，国民経済全般にわたる対外競争力の強化に
即応するごとく生産性の上昇とコスト切下をはかる。
②輸出適格品たる農林水産物については積極的にその輸出を振興する。
　また，「農産漁村経済の改善発展」の目標の意味するところは，つぎの
２点であった。
①農林水産業就業者と他産業との所得水準の乖離を防止するに足る生産力
の発展を図る。
②それでもなお解消できない所得水準の絶対的格差の緩和につとめる。
　注目すべきことに，農林省案の基本目標は，もはや「食糧増産５ヵ年計
画」に示された食糧増産という単一の目標ではない。世界的な食糧価格の
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低下，1955年に入ってからの国際収支の改善，1955（昭和30）年度産米の
大増産見込みといった事態を背景に，米麦の生産量を増大するという目標
の説得力は弱まった。食糧生産のコスト引下げや国際競争力強化が目標に
設定されざるを得なくなったのである。増産の目標が後景に退くとともに，
農業への財政支出を要請する際の根拠として，農業と他産業との所得格差
が強調され始めた。周知のように，所得格差是正は，「農業基本法」（1961
年）制定の際に，主要なモチーフの１つとなるのである。
　目標は軌道修正されたが，増産目標値は農林省が当初から主張していた
1,353万石に据え置かれ，財政支出予定額は当初の要求額からはかなり後
退したものの，なお2,298億円に達していた（F欄）。
　10月22日の生産部会第５回農林小委員会では，農林省案をもとに「総
合６ヵ年計画」の「農林水産部門計画原案」の検討が行われた19）。小委員
会では，食糧増産の経済性が軽視されているのではないか，すべての事業
を財政または融資でカバーするのではなく，独立農民としての農民の自主
性を重視すべきである，日本の食糧は漸次コストが割高になる傾向がある
ので，開発の限界を考える時に来ている,1,350万石の増産目標は過大で
はないか，などの意見が出されたが，結局，農林省案が「農林水産部門計
画原案」として承認された。
総合部会における農林省と大蔵省の対立　この「原案」は，11月１日の
経済審議会総合部会（第７回）に提出されたが，財政面から強い批判が出
された。「開発コストから見てもこの計画で予定している農林関係財政資
金投下量は多すぎるのではないか」「過去の農業に対する財政投資に大き
な増産効果があったというけれども一般の感じでは，沢山の資金がつぎこ
まれた割に増産の実が上っていないのではないか」といった，強い批判が
相次いだ2o）。
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　議論は財政金融部会の場に移されたが，ここでは，公共事業費，とくに
食糧増産費が過大であるという声が強く，1954～60年度の公共事業費総
枠を１兆円程度に抑え，その割り振りは，一般公共事業，道路整備，災害
復旧，食糧増産の四者を同一割合で配分するという方針であった21）。農林
省が反論を試みたが，大蔵省と農林省との調整はつかず，最終的な調整は
総合部会に持ちこまれることとなった。
　11月29日の第11回総合部会では,佐々木経済企画庁計画部長から「一
般会計の規模及び内容」についての小委員会調整案が示された。この調整
案によれば，食糧増産費は財政小委員会案の1,740億円よりも200億円多
い1,940億円であった。
　大蔵省は，早速，食糧増産費について疑問を提示した22）。
　（食糧増産費については次の理由によりその算定方法，考え方につき疑
問がある。
（イ）主食の摂取見込量がやや過大なこと。
（ロ）農地の潰廃，施設の老朽化等による減産はある程度防止しうること。
（八）　加工貿易のための食糧は従来どおりの取り扱いとし，増産計画数量か
ら控除すべきこと。
（ニ）上記の食糧増産対策事業費以外の増産対策（耕種改善，農業技術改良普
及等）による増産の効果を相当見込みうること。」
　これに対して，農林省は，「農林省としては食糧増産計画は充分世論を
考慮して従来のやり方なら3,000億円程度かかるべきところを2,200億円
に抑えて作ってある。増産目標もむしろ控え目である。」と反論した。
　石川一郎経済審議会会長は，大蔵省の意見を付し，そのままの形では来
年度予算の基礎としないことを条件として，審議会の委員に対して，経済
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企画庁の調整案を承認することを求めた。これに対し，土屋清委員（朝日
新聞論説委員）は，財政金融部会の結論を答申とすべきだとした。票決の
結果は，会長案支持11名，土屋案支持８名であった23）。
　その結果，会長提案が答申案として採用され，少数意見として大蔵省の
意見が答申に付された。
　1956（昭和31）年度予算の編成に際して，1955年12月13日の記者会見
において，河野一郎農相は「新農村建設の構想」を打ち出した。河野は，
この構想の中で，食糧増産一本槍の農政からの転換を表明した24）。
　「従来の農政は食糧増産に偏重し，これに径行して特殊農業地域立法に
よる振興施策が附随しているが，これは正しいやり方ではなく，時代に即
応した，とくに町村合併による農政基盤の変動にともない各地方地方に適
した農村の自立経済計画をたてる必要があり，これからは農村の自立経済
計画をたてる必要があり，これからは農村の自立に対して政府が協力して
行くようにすべきで，これまでの国家的意図をもった農政から町村を中心
にした農政に切り換え，一つ一つの町村に基盤をもった農政を立てて行き
たい。」
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